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社会保障・税の一体改革社会保障・税の一体改革社会保障・税の一体改革社会保障・税の一体改革    

(1)国民の共有財産である社会保障制度 

・1960 年代国民皆保険・皆年金の現行社会保障制度

の基本的枠組が整備。先進諸国に比べ遜色ない 

(2)社会保障改革の必要性 

・非正規雇用の増加、地域・家族・企業の機能減退、

少子高齢化、社会保障費用の急速な増大、経済低

迷、厳しい財政等、社会経済諸情勢が変化。 

・高齢者数は2040 年頃まで増加。我が国の高齢化水

準は世界でも群を抜く。 

・1：9の「胴上げ」型→現在1：3の「騎馬戦」型→2050 

年1：1.2の「肩車」型へ 

・全世代対応型の制度へ 

(3)社会保障の安定財源確保と財政健全化同時達成 

・国及び地方の長期債務残高は平成24 年度末には

対ＧＤＰ比195％で、国債市場における我が国の信認

が失われ、金利が上昇し、財政危機の可能性。 

・欧州政府債務問題を契機に、世界全体で財政リスク

の市場の懸念が高まる 

・財政健全化は、現在の社会保障の機能を維持して

いくためにも、緊急課題 

・毎年1兆円規模の社会保障の自然増が不可避 

・世代を通じて幅広い国民が負担する消費税の税率

を引き上げる。 

(4)経済成長との好循環 

・社会保障は需要供給両面で経済成長に寄与。 

・人々の将来への不安を減らし、消費や経済活動を

拡大。現在でも、医療・福祉産業で約700 万人もの雇

用。潜在雇用もある。 

(5)具体的方策 

Ⅰ子育て0.7兆円(待機児童解消、幼保一元化)   

Ⅱ医療・介護等2.4兆円(在宅化と人員確保、適用拡

大)－1.2兆円(入院短縮等)＝1.6兆円  

Ⅲ年金0.6兆円(低所得者加算)以上計約2.7兆円 1％ 

＋高齢化自然増1％＋年金1/2 1％＝機能強化で

3％＋機能維持に1％＋消費税引上げに伴う社会保

障支出増1％ 合計5％（最低保障年金7万円検討） 

(6)増税の前提 

・消費税率引上げ実施前に「経済状況の好転」 

・衆議院議員定数を80 削減。 

・行政構造改革、公務員改革等実施。 


